
証券コード　137A

第９回　定時株主総会

招集ご通知

株主総会にご出席いただけない場合

インターネット又は書面（郵送）により議決権を
行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2025年8月20日（水曜日）午後5時まで

開催日時
2025年8月21日（木曜日）午前10時30分
受付開始：午前10時

開催場所
東京都中央区八重洲1丁目3番7号
八重洲ファーストフィナンシャルビル3階
ベルサール八重洲　Room4＋5

議　　案
第１号議案　取締役４名選任の件
第２号議案　ストック・オプションとして

新株予約権を発行する件

　　Cocolive株式会社



証券コード　137A
2025年8月6日

株　主　各　位
東 京 都 千 代 田 区 神 田 須 田 町 1 - 1 7
Ｔ Ｆ Ｔ 淡 路 町 ビ ル
C o c o l i v e 株 式 会 社

代表取締役 山 本 　 考 伸

【当社ウェブサイト】
https://cocolive.co.jp/ir/stock/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第9回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第9回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「Cocolive」又は「コー
ド」に当社証券コード「137A」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年8月20日（水曜日）午
後5時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2025年8月21日（木曜日）午前10時30分（受付開始時間：午前10時）
２．場 所 東京都中央区八重洲1丁目3番7号

八重洲ファーストフィナンシャルビル3階　ベルサール八重洲　Room4＋5
（階数及び会場が前回と異なっておりますので、末尾の「総会会場ご案内図」を
ご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第9期（2024年6月1日から2025年5月31日まで）事業報告及び計算書類報告

の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役４名選任の件
第２号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、本招
集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」をご利用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力くださ
い。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネットによる議決権行使のご案内」
をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬　具
記
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効

なものとしてお取り扱いいたします。
(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
(4) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方1名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いておりま
す。

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
② 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年8月21日（木曜日）
午前10時30分

（受付開始:午前10時）

2025年8月20日（水曜日）
午後5時入力完了分まで

2025年8月20日（水曜日）
午後5時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第2号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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(2024年６月１日から2025年５月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当事業年度における我が国の経済は、日銀による政策金利の引き上げの決定・更なる引き上
げの示唆、急激な為替・株式相場の変動等により、先行きが依然として不透明な状況となって
おります。
　こうした状況の中、不動産業界においてはオンライン商談の浸透、不動産売買に関する契約
書の電子化等、デジタル化の進展が見られます。
　更に円安による建築資材の高騰、人手不足等により、国内で住居を提供する不動産業者にと
ってもデジタル技術を用いた業務改革・経営の効率化が求められる状況となっております。
　このような環境において、当社は不動産業界に特化したマーケティング・オートメーション
ツールである『ＫＡＳＩＫＡ』を提供してまいりました。
　その結果、当事業年度の経営成績は、売上高は1,301,771千円（前期比26.7％増）、営業
利益は279,617千円（前期比30.0％増）、経常利益は281,352千円（前期比38.4％増）、当
期純利益は209,170千円（前期比39.5％増）となりました。

② 設備投資の状況
　当事業年度において、重要な設備投資はございません。
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区分
第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

第６回
新株予約権

発行した
株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

発行した
株式の数 5,000 16,000 23,000 6,000 1,900 500

新株予約権
個数 250 800 1,150 300 95 25

行使価額
総額 1,000千円 4,000千円 5,750千円 3,000千円 1,045千円 312千円

③ 資金調達の状況
　2024年６月１日から2025年５月31日までに、当社が発行した新株予約権の一部について
権利行使があり、総額15,107千円の資金を調達いたしました。権利行使のあった新株予約権
の内訳につきましては、以下のとおりであります。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はございません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はございません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はございません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はございません。
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区 分 第 ６ 期
(2022年５月期)

第 ７ 期
(2023年５月期)

第 ８ 期
(2024年５月期)

第 ９ 期
(当事業年度)

(2025年５月期)

売 上 高 (千円) 557,140 797,145 1,027,747 1,301,771

経 常 利 益 (千円) 70,503 140,710 203,233 281,352

当 期 純 利 益 (千円) 48,469 97,175 149,975 209,170

１株当たり当期純利益 (円) 17.88 35.59 53.42 71.39

総 資 産 (千円) 240,426 372,505 792,194 1,057,970

純 資 産 (千円) 141,060 267,160 662,776 889,690

１株当たり純資産額 (円) 51.85 96.49 227.08 298.57

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．第８期における純資産額及び総資産額の大幅な増加は、2024年2月28日に東京証券取引所グロ
ース市場へ上場したことに伴う新株発行によるものです。

２．第６期から第９期までの計算書類については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１
項の規定に基づき、監査法人ＦＲＩＱの監査を受けております。

３．当社は、2023年10月31日開催の取締役会の決議により、2023年10月31日付で普通株式１株
につき20株、Ａ１種優先株式１株につき20株及びＡ２種優先株式１株につき20株の割合で株式
分割を行っております。第６期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額
及び１株当たり当期純利益を算定しております。

４．当社は、2023年11月16日開催の取締役会の決議により、2023年12月１日付ですべてのＡ１
種優先株式及びＡ２種優先株式を自己株式として取得し、対価として当該Ａ１種優先株式及びＡ
２種優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しております。第６期の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
また、当社が取得した当該優先株式のすべてについて、同取締役会決議により2023年12月１日
付で消却しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はございません。

(4) 対処すべき課題
①顧客に対する提供価値の向上と販路の拡大

　当社が開発したサービスである『ＫＡＳＩＫＡ』の提供を開始後も顧客の声を取り入れ、
『ＫＡＳＩＫＡ』及び関連オプションの継続的な開発・改良の提供を行うことにより、顧客へ
の提供価値の向上を図ることが重要であると考えております。また、今後も継続して広告宣伝
活動、提携代理店等との連携強化等を通じ、『ＫＡＳＩＫＡ』の販路の拡大を進めてまいりま
す。

②優秀な人材の継続的な採用と育成
　当社が中長期的に成長するにあたり、提供するサービスの付加価値を高め、新規顧客を獲得
するとともに、サービスの解約率を低く抑えることが重要であると考えております。そのため
には、優秀な人材の確保と育成が重要であると考えております。現時点においても優秀な人材
が集まる環境は実現できておりますが、引き続き従業員が能力を最大限発揮できる体制を構築
し、優秀な人材の採用と併せて、優秀な人材の育成を進めてまいります。

③情報管理体制の強化
　当社は、顧客が保有する個人情報を含め様々な情報を預かっているため、当該情報管理を継
続的に強化し続けることが重要であると考えております。そのため、外部の監査機関の監査を
受け、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム（JIS Q 27001:2014））を取得する
といった対応を行っております。また、情報セキュリティマニュアル等に基づき管理を徹底す
るだけでなく、社内教育・社内研修の実施やシステムの整備等を継続して行っております。

④システムの安定性の確保
　当社は、インターネットを利用して顧客にサービスを提供しているため、システムの安定稼
働が必要不可欠であります。このため、顧客の増加に合わせたサーバーの処理能力を増強する
施策を継続的に実施し、システムの安定性の確保に努めてまいります。また、パブリッククラ
ウドサーバーの利用を積極的に推進することで、データ量の増加にもフレキシブルな対応が可
能となり、ディザスタリカバリー（注）による安全性も担保しやすくなります。
（注）ディザスタリカバリーとは、地震や津波等の天災や、テロ、不正侵入等によりシステム

が壊滅的な状況になった際に効率的、かつダウンタイムを最小限にして復旧・修復する
こと、また、その災害に備えたシステムや体制を指します。
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⑤内部管理体制の強化
ⅰ)コーポレート・ガバナンスの強化

　株主を含めたステークホルダーとの良好な関係の構築のためには、社会的信用を維持・向
上させていく必要があると認識しております。取引先をはじめとした社外関係者との良好な
取引関係を維持していくには、当社も社会的信用を維持していく必要があります。
　そのため、コーポレート・ガバナンス体制を構築し、内部管理体制の強化を推進してまい
ります。また、内部監査人と監査役との連携強化等の施策により業務執行の適法性・妥当性
を監視する機能を強化し、財務報告に係るリスクを最小化して、経営の健全化に努めてまい
ります。

ⅱ)経営管理体制の強化
　更なる事業拡大を推進し、企業価値を向上させていくためには、効率的なオペレーション
体制を基盤としつつ、経営管理体制を強化していくことが重要であると認識しており、コン
プライアンス体制及び内部統制の充実・強化を図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（2025年５月31日現在）
　当社は『ＫＡＳＩＫＡ』という名称のマーケティング・オートメーションツールを自社で開発
し、主に国内の不動産会社を対象に提供しております。

本 社 東京都千代田区神田須田町

(6) 主要な営業所及び工場（2025年５月31日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
102名 19名増 34.3歳 2.7年

(7) 使用人の状況（2025年５月31日現在）

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員を含んでおりますが派遣社員及び業務委託先は含んでおりませ
ん。なお、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイトを含む。）は臨時雇用者数の総数が使用人数
の100分の10未満であるため記載を省略しております。

(8) 主要な借入先の状況（2025年５月31日現在）
　該当事項はございません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はございません。
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(1) 発行可能株式総数 10,000,000株
(2) 発行済株式の総数 2,971,000株
(3) 株主数 1,657名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

山 本 考 伸 1,302千株 43.84％

富 田 祐 司 250 8.41

株 式 会 社 エ ア ト リ 223 7.52

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 109 3.67

河 村 株 式 会 社 80 2.69

木 下 圭 一 郎 74 2.50

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 62 2.10
ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥＳ　
ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡ
Ｒ Ｇ Ｉ Ｎ 　 （ Ｃ Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

47 1.58

ＢＢＨ　ＬＵＸ／ＢＲＯＷＮ　ＢＲＯＴ
ＨＥＲＳ　ＨＡＲＲＩＭＡＮ　（ＬＵＸ
ＥＭＢＯＵＲＧ）　ＳＣＡ　ＣＵＳＴＯ
ＤＩＡＮ　ＦＯＲ　ＳＭＤ－ＡＭ　ＦＵ
ＮＤＳ　－　ＤＳＢＩ　ＪＡＰＡＮ　Ｅ
ＱＵＩＴＹ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＡＢ
Ｓ Ｏ Ｌ Ｕ Ｔ Ｅ 　 Ｖ Ａ Ｌ Ｕ Ｅ

35 1.20

山 田 善 久 29 0.99

２. 株式の状況（2025年５月31日現在）

(4) 大株主

(5) その他株式に関する重要な事項
新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は52,400株増加しております。
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第 ４ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2021年11月18日 2022年11月10日

新株予約権の数 4,000個　 2,330個　
新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 80,000株
（新株予約権１個につき 20株）　

普通株式 46,600株
（新株予約権１個につき 20株）　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない。

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない。

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 10,000円
（１株当たり 500円）　

新株予約権１個当たり 11,000円
（１株当たり 550円）　

権利行使期間 2023年12月１日から
  2031年11月25日まで

2024年11月26日から
2032年11月10日まで

行使の条件 （注） （注）

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 4,000株
保有者数 1名　

社外取締役
新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

監査役
新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
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第 ６ 回 新 株 予 約 権 第 7 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2023年４月20日 2024年10月16日

新株予約権の数 4,635個　 224個　
新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 92,700株
（新株予約権１個につき 20株）　

普通株式 22,400株
（新株予約権１個につき 100株）　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない。

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない。

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 12,500円
（１株当たり 625円）　

新株予約権１個当たり 118,100円
（１株当たり 1,181円）　

権利行使期間 2025年５月12日から
2033年４月19日まで

2026年11月１日から
2034年10月16日まで

行使の条件 （注） （注）

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 50個
目的となる株式数 5,000株
保有者数 1名　

社外取締役
新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

監査役
新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 名　

（注）行使の条件
１．対象者は、その行使時において、当社の役員、当社の従業員の地位にあることを要する。ただし、定年

退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な理由がある場合にはこの限りではない。
２．対象者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
３．対象者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額は、

1,200万円を超えてはならない。
４．対象者は、租税特別措置法第29条の２第１項第６号の規定に従い、新株予約権の行使により取得する

当社の株式を当社が指定する証券業者等の営業所又は事務所に保管の委託又は管理等信託を行う。な
お、かかる証券業者については、追って当社より対象者に通知する。

５．2023年10月31日付で行った１株を20株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の
数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
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第 ７ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2024年10月16日

新株予約権の数 190個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 19,000株
（新株予約権１個につき 100株）　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない。

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 118,100円
（１株当たり 1,181円）　

権利行使期間 2026年11月１日から
2034年10月16日まで

行使の条件 上記（1）の（注）
交付された者の人数
当社の使用人（当社の役員を
兼ねている者を除く。）

54名

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

（注）　上記の内、16個（1,600株）は退職により権利を喪失しております。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 山本　考伸 ＣＥＯ

取 締 役 戸塚　裕二 ＣＦＯ　管理部門長　公認会計士

取 締 役 富田　祐司 プロダクト部門長

取 締 役 石川　智哉
株式会社アーキテクト　代表取締役（注５）
株式会社Livenup Group　社外取締役（注５）
キルフェボン株式会社　代表取締役（注５）

常 勤 監 査 役 鬼頭　麻由佳 公認会計士

監 査 役 三島　圭史

公認会計士
Amaterasu有限責任監査法人　代表社員（注５）
三島会計事務所　代表（注５）
株式会社フェズ　監査役（注５）
株式会社テイエム技建　社外取締役（注５）

監 査 役 野原　俊介
弁護士
光和総合法律事務所　シニアパートナー（注５）
株式会社Olive Union　監査役（注５）

４. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2025年５月31日現在）

（注）１. 取締役石川智哉氏は社外取締役であります。
２. 常勤監査役鬼頭麻由佳氏、監査役三島圭史氏及び監査役野原俊介氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役鬼頭麻由佳氏及び監査役三島圭史氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
４. 監査役野原俊介氏は弁護士の資格を有しており、企業法務及び会社法等に関する相当程度の知見を有

しております。
５. 当社と兼職先の間には特別の利害関係及び取引関係はございません。
６. 当社は社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。
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氏 名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

手塚　恭庸 2025年２月28日 辞任 取締役　営業部門長

(2) 事業年度中に退任した取締役

(3) 責任限定契約の内容の概要
　当社の取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役がその期待される役割を十
分に発揮できるよう、現行定款において、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任の限度額を法令で定める額とする責任限定契約を締結することができる旨
を定めております。
　当事業年度末現在、当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び各監査役との
間で当該責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該取締役
（業務執行取締役等であるものを除く。）又は監査役が責任の原因となった職務の遂行について
善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

(4) 補償契約の内容の概要等
　該当事項はございません。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　該当事項はございません。

(6) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

取締役の個人別報酬の決定方針に関する事項
ⅰ)取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決議方法
　当社は、2021年８月19日、取締役の個人別の報酬等の内容については取締役会に一任する
旨を株主総会において決議しております。当社は、同株主総会の決議を踏まえ、2021年８月
19日、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針(以下「決定方針」という)
を取締役会において決議しております。
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ⅱ)決定方針の内容の概要
　当社の取締役の個人別の報酬の決定に関しては、株主総会で決議した限度額の範囲内で、社
会情勢や市場水準、他社との比較、役位、職責等を考慮して定めることとしております。ま
た、当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与する
ため、金銭報酬に加えて非金銭報酬として取締役（社外取締役を除く。）に対して、非金銭報
酬であるストック・オプションとしての新株予約権を支給することとし、当該非金銭報酬等で
あるストック・オプションについては一定の期間の間に段階的に権利行使することができ、各
取締役に交付する数は、当会社の業績・経営環境などを考慮しながら取締役会の決議により決
定するものとしております。
　金銭報酬又は非金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合は、金銭報酬を主
たる報酬としつつ、中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブと
して機能するよう適切に決定いたします。
　金銭報酬は、12等分した金額を毎月支給し、非金銭報酬は、適宜支給いたします。
　各取締役の報酬等については、2021年８月19日の取締役会にて代表取締役に一任する旨を
決議しているため、各部門の職務の内容を把握し、経営者としての経験も豊富な代表取締役山
本考伸氏が具体的内容を決定いたしますが、手続きの公正性・透明性・客観性を確保し、コー
ポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図る目的で、任意の諮問機関として報酬委員会を設
置しており、報酬委員会の答申を参考に、決定をしております。

ⅲ)当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
　当事業年度においては、代表取締役が社会情勢や市場水準、他社との比較、役位、職責等を
考慮した上で決定した取締役の報酬額について、報酬委員会の答申、社外監査役の同意を得て
いることから、取締役会は取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断
しております。

ⅳ)その他補足事項
　当社の取締役報酬等に関する臨時株主総会の決議年月日は、2023年12月28日であり、決
議の内容は取締役年間報酬総額の上限を100,000千円とするものであります。また、監査役
報酬等に関する臨時株主総会の決議年月日は、2023年12月28日であり、決議の内容は監査
役年間報酬総額の上限を20,000千円とするものであります。
　また、報酬委員会は常勤監査役が委員長を務め、社外取締役１名、社外監査役２名、取締役
ＣＦＯの合計５名で構成され、年に１回以上開催しており、取締役の報酬等の額又はその算定
方法の決定に関して検討を行い、報酬委員会としての検討結果を取締役会に答申しておりま
す。

－ 17 －



区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数固 定 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

48,000千円
（3,000）

48,000千円
（3,000）

－
（－）

－
（－）

5名
（1）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

10,800千円
（10,800）

10,800千円
（10,800）

－
（－）

－
（－）

3名
（3）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

58,800千円
（13,800）

58,800千円
（13,800）

－
（－）

－
（－）

8名
（4）

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上記「固定報酬」の支給額と「対象となる役員の員数」には、期中に退任した取締役１名を含ん
でいます。

２．取締役の報酬限度額は、2023年12月28日開催の臨時株主総会において年額100,000千円以内
と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の定員数は10名です。また、監査役
の報酬限度額は、2023年12月28日開催の臨時株主総会において年額20,000千円以内と決議し
ております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の定員数は５名です。

(7) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については、「４.会社役員の状況(1)取締役
及び監査役の状況」に記載のとおりであります。なお、当社と兼職先である法人等との間に
は特別の関係はありません。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社外
取締役 石 川 智 哉

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。
主に企業経営に関する深い知見と広範な経験に基づく専門的見地から、
積極的に意見を述べており、特に経営管理・経営企画、組織設計・運用
等を中心に専門的・客観的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するために適切な役割を果たしております。

社外
監査役 鬼 頭 麻 由 佳

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査役会13回
の全てに出席いたしました。
主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会では積極的に意見を
述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するために適切な役割を
果たしております。
また、監査役会において、当社の経理システム並びに内部監査等につい
て適宜、必要な発言を行っております。

社外
監査役 三 島 圭 史

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査役会13回
の全てに出席いたしました。
主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するために発言を行っております。
また、監査役会において、当社の経理システム並びに内部監査等につい
て適宜、必要な発言を行っております。

社外
監査役 野 原 俊 介

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査役会13回
の全てに出席いたしました。
主に弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するために発言を行っております。ま
た、監査役会において、当社のコンプライアンス体制等について適宜、
必要な発言を行っております。

② 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 12,000千円

５. 会計監査人の状況
(1) 名称 監査法人ＦＲＩＱ

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

預 金

売 掛 金

前 払 費 用

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

1,020,383

878,485

135,592

9,765

176

△3,636

37,586

117

117

37,468

36,833

635
　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 168,279

未 払 金 41,115
未 払 費 用 17,947
前 受 金 5,718
預 り 金 11,602
未 払 消 費 税 等 32,755
未 払 法 人 税 等 59,141

負 債 合 計 168,279
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 887,055
資 本 金 229,995
資 本 剰 余 金 228,995
資 本 準 備 金 228,995

利 益 剰 余 金 428,063
そ の 他 利 益 剰 余 金 428,063
繰 越 利 益 剰 余 金 428,063

新 株 予 約 権 2,635
純 資 産 合 計 889,690

資 産 合 計 1,057,970 負 債 純 資 産 合 計 1,057,970

貸　借　対　照　表
（2025年５月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年６月１日から2025年５月31日まで)
科 目 金 額

売 上 高 1,301,771
売 上 原 価 562,871
売 上 総 利 益 738,900
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 459,283
営 業 利 益 279,617
営 業 外 収 益
ク レ ジ ッ ト カ ー ド ポ イ ン ト 収 入 920
受 取 利 息 389
広 告 収 入 372
そ の 他 53 1,735

経 常 利 益 281,352
税 引 前 当 期 純 利 益 281,352
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 79,102
法 人 税 等 調 整 額 △6,921 72,181
当 期 純 利 益 209,170

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 三 村 啓 太
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 本 毅

独立監査人の監査報告書
2025年７月16日

Cocolive株式会社
取締役会　御中

監査法人FRIQ
東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Cocolive株式会社の2024年６月１日から
2025年５月31日までの第９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年６月１日から2025年５月31日までの第９期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、電
話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査責任者その他の
使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システ
ムに係る監査役監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人FRIQの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役（社外監査役） 鬼 頭 麻 由 佳 ㊞
社 外 監 査 役 三 島 　 圭 史 ㊞
社 外 監 査 役 野 原 　 俊 介 ㊞

2025年７月17日
C o c o l i v e 株 式 会 社　監査役会

　

以　上
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
やま

⼭　
もと

本　
 

 
たか

考　
のぶ

伸
(1975年３月５日生)

1999年４月 株式会社ＮＴＴドコモ　入社
2006年３月 オーバーチュア株式会社（現：LINEヤ

フー株式会社）　入社
2007年１月 エクスペディアホールディングス株式会

社　入社
2008年４月 トリップアドバイザー株式会社　入社　

代表取締役
2013年３月 楽天株式会社（現：楽天グループ株式会

社）　入社
2013年４月 楽天株式会社（現：楽天グループ株式会

社）　執行役員
2013年６月 楽天トラベル株式会社（現：楽天グルー

プ株式会社）　代表取締役兼任
2017年１月 当社設立　代表取締役（現任）

1,302,600株

２
とみ

富　
た

⽥　
ゆう

祐　
じ

司
(1980年１月24日生)

2002年４月 日本生命保険相互会社　入社
2002年11月 株式会社マックスコム　入社
2004年２月 株式会社ラソナ　入社
2007年２月 クジラ株式会社（現：スフィラー株式会

社）　取締役
2008年10月 エクスペディアホールディングス株式会

社　入社
2011年11月 トリップアドバイザー株式会社　入社
2012年４月 株式会社メディーボ設立　代表取締役
2013年１月 トリップアドバイザー株式会社　代表取

締役
2017年１月 当社設立　取締役兼プロダクト部門長

（現任）

250,000株

株主総会参考書類

第１号議案　取締役４名選任の件
　当社の取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、新た
に取締役４名（うち社外取締役1名）の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
こ

⽊　
ば

場　
た

⽥　
たか

貴　
ひこ

彦
(1985年２月４日生)

2009年12月 有限責任監査法⼈トーマツ　入社
2013年８月 公認会計⼠登録
2025年７月 当社入社
2025年７月 当社執行役員管理部長（現任）

－株

４
いし

⽯　
かわ

川　
とも

智　
や

哉
(1976年７月24日生)

2007年７月 プライスウォーターハウスクーパースコ
ンサルタント株式会社（現：日本アイ・
ビー・エム株式会社）　入社

2003年10月 イーソリューションズ株式会社　入社
2006年５月 株式会社サイバード　入社
2008年９月 アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式

会社　入社
2010年２月 楽天株式会社（現：楽天グループ株式会

社）　入社
2011年12月 楽天株式会社（現：楽天グループ株式会

社）　執行役員
2013年６月 株式会社ドリコム　社外取締役
2016年７月 ターゲット株式会社　代表取締役
2019年４月 株式会社ハウスパートナーホールディン

グス　代表取締役
2020年４月 株式会社サカエ不動産　代表取締役
2020年10月 株式会社イズミ装美　代表取締役
2022年６月 株式会社アーキテクト　代表取締役（現

任）
2022年８月 当社　社外取締役（現任）（注３）
2023年12月 株式会社Livenup Group　社外取締役

（現任）
2025年２月 キルフェボン株式会社　代表取締役（現

任）

－株

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. ⽊場⽥貴彦氏は、新任の取締役候補者であります。⽊場⽥貴彦氏は、公認会計⼠として長年の業務経

験及び実績を有し、財務及び会計に関する相当程度の知⾒を有しています。この度、2025年７月の
当社入社を経て、これまでの知識と経験に基づく専門的・多角的な⾒地から経営⼿腕が発揮されるこ
とを期待し、取締役候補者として選任するものであります。

３. ⽯川智哉氏は、社外取締役候補者であります。
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４. ⽯川智哉氏は、現在、当社社外取締役ですが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って３年１カ月となります。

５. 当社は、⽯川智哉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任
された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

６. 当社は、⽯川智哉氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める
最低責任限度額としており、⽯川智哉氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予
定であります。

７. 社外取締役の選任理由及び期待される役割の概要
　　⽯川智哉氏は、上場企業での執行役員の経験、不動産業を含む複数の企業での代表取締役の経験を有

しており、企業経営に関する深い知⾒と広範な経験を有していることから、引き続き、当社の経営に
対して実効性が高い監督等に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、社外取締役候補者とし
て選任するものであります。
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第２号議案　ストック・オプションとして新株予約権を発行する件
　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員の業績向上の意識を高めるため、会社法第
236条、第238条及び第239条の規定により、当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員に対し
て、特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること及び下記の新株予約権発行要項の内容で当該
発行に係る募集事項の決定を取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
　また、当社は、取締役の報酬額は2023年12月28日開催の臨時株主総会において年額100百万円
以内とご承認頂いているところ、当該報酬額とは別に、会社法第361条第１項第４号の規定により、
当社取締役に対して、200個（新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株）を上限として、
ストック・オプション報酬として新株予約権を発行することにつきましても、併せてご承認をお願い
するものであります。

１　特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由
　　本新株予約権の価値は当社株価に連動するものであることから、本新株予約権を付与することに

より、当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員の地位にある者の当社に対する経営参画意識
を高め、業績向上に対する意識や士気を喚起することを目的として、会社法第236条、第238条及
び第239条の規定に基づき下記の要領により、第三者に対し、特に有利な条件をもって新株予約権
を発行するものであります。

２　新株予約権の割当を受ける者
　　当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員の地位にある者（以下「対象者」と総称する。）

とする。

３　新株予約権の内容及び数の上限
（１）新株予約権の数の上限
　　　400個を上限とする。
　　　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は、当社普通株式100株とする。但し、後記（２）

に定める付与株式数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。
（２）新株予約権の目的である株式の種類及び数
　　　当社普通株式とし、その数（以下「付与株式数」という。）は、40,000株とする。
　　　但し、当社が、本新株予約権の割当日（以下「割当日」という。）後、株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。また、割当日後、当社が
資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき
は、資本金の額の減少等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整する。

　　　なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目
的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切り
捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率
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（３）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　　　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される新株予約権の行使に

より交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以 下「行使価額」という。）に付
与株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引
が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値とし、
１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が新株予約権の割当日の終値（当該割当日に取引
が成立しない場合は、それに先立つ直近の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権の割当日
の終値とする。

　　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額
を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　１
　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
また、行使価額を下回る払込金額での新株の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使によ

る新株を発行する場合を除く。）を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
る１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数　　　１株当たりの払込金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行　　　又は処分株式数　×　又は処分価額　　　　 
　　　調整後　　　　調整前　　　　　株式数　＋　　　　　　　１株当たりの時価
　　　行使価額　＝　行使価額　×　――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数　＋　新規発行株式数又は処分株式数
　　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式

数を控除した数とする。さらに、割当日後、当社が資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本金の額の減少等の条件等を勘案のう
え、合理的な範囲で行使価額を調整する。

（４）新株予約権を行使することができる期間
　　　新株予約権の発行決議日後２年を経過した日から当該発行決議の日後10年を経過する日まで

とする。（行使期間の最終日が当社の営業日でない日に当たる場合は、その直前営業日が最終日
となる。）
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（５）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する
事項

　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第
17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満
の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。

　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記の資本
金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。

（６）譲渡による新株予約権の取得の制限
　　　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（７）新株予約権の行使の条件
　　①　対象者は、その行使時において、当社の取締役、当社の従業員の地位にあることを要する。

但し、定年退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な理由がある場合にはこ
の限りではない。

　　②　対象者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
　　③　対象者の新株予約権の行使に係る権利行使価額（租税特別措置法第29条の２第１項但し書

及び同項２号において定められた権利行使価額をいう。）の年間（１月１日から12月31日ま
で）の合計額は、1,200万円を超えてはならない。

④　対象者は、租税特別措置法第29条の２第１項第６号の規定に従い、新株予約権の行使によ
り取得する当社の株式を当社が指定する証券業者等の営業所又は事務所に保管の委託又は管
理等信託を行う。なお、かかる証券業者については、追って当社より対象者に通知する。

　　⑤　その他の条件については、新株予約権にかかる契約に定めるところによる。

（８）新株予約権の取得事由
　　①　対象者が前記（７）に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなっ

た場合、又は新株予約権の全部若しくは一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償
で取得することができる。

　　②　対象者が権利行使する前に禁錮以上の刑に処せられた場合、当社は、当該対象者が有する新
株予約権全部を無償で取得することができる。

　　③　対象者が新株予約権割当契約の規定に違反した場合、当社は対象者が有する新株予約権全部
を無償で取得することができる。

　　④　募集新株予約権総数引受契約の規定に基づき新株予約権が失効した場合、当社は当該対象者
が有する新株予約権全部を無償で取得することができる。
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（９）組織再編時の取扱い
　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力
発生日において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の対象者に対し、それ
ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編
対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合、残存新
株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する。但し、以下の条件に沿って再
編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契
約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

　　①　交付する再編対象会社の新株予約権の数
　　　　残存新株予約権の対象者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案

して合理的に決定される数とする。
　　②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
　　　　再編対象会社の普通株式とする。
　　③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、合理的に決定される数とする。
　　④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（３）で定められた行使価額を調整して得られる

再編後行使価額に前記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式
の数を乗じて得られる金額とする。

　　⑤　新株予約権を行使することができる期間
　　　　前記（４）に定める新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、前記（４）に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日
までとする。

　　⑥　増加する資本金及び資本準備金に関する事項
　　　　前記（５）に準じて決定する。
　　⑦　新株予約権の取得事由
　　　　前記（８）に準じて決定する。

（１０）新株予約権の行使により発生する端数の切捨て
　　　新株予約権の行使により発行又は交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、こ

れを切り捨てるものとする。
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４　新株予約権と引換えに払い込む金銭
　　新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しないものとする。

５　新株予約権のその他の事項
　　新株予約権のその他の事項については、別途開催される当社取締役会の決議において定める。

６　取締役の報酬等に関する事項
　当社は「役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおり、取締役の個人別の報酬等の
決定について方針を定めており、本総会においてストック・オプションとしての新株予約権の発行
に係る議案が原案どおり承認可決された場合においても当該方針を変更することは予定していな
い。取締役に上記ストック・オプションを報酬等として付与する理由は１に記載のとおりであり、
本議案の内容は、当該方針に照らしても相当と判断している。
　上記ストック・オプションとして発行する新株予約権のうち、当社取締役木場田貴彦氏に対する
付与数は200個を上限として発行する。
　なお、新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とする。但し、上記３（２）及び
（３）に定める株式数の調整を行った場合は、新株予約権１個当たりの目的たる株式の数について
いても同様の調整を行うものとする。

以　上
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［交通のご案内］
●「東京駅」 八重洲北口　徒歩約４分 JR線・丸ノ内線
「日本橋駅」A７出口　直結 東西線・銀座線・浅草線

［お願い］
●駐車場・駐輪場の準備はいたしておりませんので、公共交通
機関等をご利用くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

東京都中央区八重洲１丁目３番７号
八重洲ファーストフィナンシャルビル3階
ベルサール八重洲　Room4＋5
電話：050－3112－0918
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